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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記の工程（Ａ）～（Ｃ）を含む、炭素繊維束の製造方法。
（Ａ）繊維軸に垂直な断面を走査型電子顕微鏡により観察し、該繊維の周長Ｌおよび面積
Ｓを計測し、（４πＳ）／Ｌ２として求めた断面形状の真円度が０．７以上０．９以下で
あり、単繊維繊度が４ｄｔｅｘ以上である炭素繊維前駆体アクリル繊維からなる炭素繊維
前駆体アクリル繊維束を酸化性雰囲気下にて２００～３００℃の温度範囲内で加熱処理し
て、密度１．２３ｇ／ｃｍ３以上１．２６ｇ／ｃｍ３以下の予備耐炎化繊維からなる予備
耐炎化繊維束とする。
（Ｂ）前記予備耐炎化繊維束を、表面温度２５０～３００℃の１以上の加熱ロールからな
る加熱ロール群を用いて、加熱ロール群の全延伸倍率を１～１．１５倍、全加熱ロールに
対する接触時間の合計を１０～１８０秒間の範囲で加熱処理して、繊維密度１．３５ｇ／
ｃｍ３以上１．４３ｇ／ｃｍ３以下の耐炎化繊維からなる耐炎化繊維束とする。
（Ｃ）前記耐炎化繊維束を、不活雰囲気下にて８００℃以上２０００℃以下の温度範囲で
、０．０５ｃＮ／ｄｔｅｘ以上の張力を維持して炭素化処理して、密度１．７ｇ／ｃｍ３

以上２ｇ／ｃｍ３以下、単繊維繊度２．４ｄｔｅｘ以上７ｄｔｅｘ以下の炭素繊維からな
る炭素繊維束とする。
【請求項２】
　前記工程（Ｂ）において、下記（ａ）～（ｃ）を満足する、請求項１に記載の炭素繊維
束の製造方法。
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（ａ）前記加熱ロール群の最後の加熱ロールの表面温度が２８０～３００℃である。
（ｂ）前記加熱ロール群を構成する各加熱ロールと前記予備耐炎化繊維束との接触時間が
５～６０秒である。
（ｃ）前記耐炎化繊維束を構成する耐炎化繊維の断面積に対する、断面二重構造の黒化し
ていない内層面積の比率が２０％以下であり、その変動係数ＣＶが１０％以下である。
　但し、耐炎化繊維の断面積と断面二重構造の内層面積は、以下の方法により求める。面
積を求める方法：耐炎化繊維束を室温硬化型エポキシ樹脂に包埋硬化して繊維軸に垂直に
切断した端面を鏡面研磨し、落射蛍光顕微鏡にて観察して繊維束を構成する単繊維の断面
の面積およびその単繊維の黒化していない内層の面積をそれぞれ求める。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、炭素繊維束及び炭素繊維束の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、炭素繊維前駆体アクリル繊維束（以下、「ＰＡＮ系前駆体繊維束」と称すること
がある）は、次のような工程を経て炭素繊維束に変換される。まず、耐炎化工程によりＰ
ＡＮ系前駆体繊維束を２００～３００℃の酸化性雰囲気中で耐炎化熱処理し、得られた耐
炎化繊維束を、炭素化工程において３００℃以上の不活性雰囲気中で炭素化して、炭素繊
維束を得る。
【０００３】
　耐炎化工程および炭素化工程は、炭素繊維の性能および生産性を左右する重要な工程で
ある。耐炎化工程では、ＰＡＮ系前駆体繊維を構成する高分子鎖を酸化させると共に高分
子鎖に結合したニトリル基を環化させることにより、引き続く炭素化工程を通過しうる程
度に熱的に安定な構造を有する繊維に転換させることができる。そして、炭素化工程では
、更に高温の不活性雰囲気中でグラファイト結晶の構造形成を促進させることによって、
高い強度及び弾性率を有する炭素繊維を得ることができる。
【０００４】
　最近特に注目されているのが金属よりも高強度で且つ軽い炭素繊維束を熱硬化性樹脂と
複合化させた炭素繊維強化樹脂ＣＦＲＰ(Carbon Fiber Reinforced Plastics)である。複
合化させた材料でも金属と同等以上の強度を有し密度が小さい為、航空用途や自動車用途
で利用されている。しかし、熱硬化させる時間が必要となる上、成形した後は形が変わら
ないため、近年では熱可塑性樹脂をマトリクスとする炭素繊維強化熱可塑性樹脂ＣＦＲＴ
Ｐ(Carbon Fiber Reinforced Thermoplastics)に対する需要が高まっている。
【０００５】
　熱硬化性樹脂をマトリクスとする場合、硬化前の樹脂組成物を炭素繊維束に含浸させる
ため含浸性に対しては比較的、問題視されていなかった。しかし、熱可塑性樹脂の粘度は
非常に高いため含浸しにくい。炭素繊維と樹脂との含浸性については、単繊維繊度が大き
い炭素繊維のほうが単繊維間の隙間が大きくなるという観点から有利であるが、単繊維繊
度が大きくなると耐炎化工程においてそれぞれの単繊維内への酸素の拡散が追いつかず繊
維の表面層のみが耐炎化された断面二重構造を形成するようになる。このような構造を有
する耐炎化繊維は炭素化工程で糸切れなどのトラブルを発生しやすく、安定にかつ十分な
性能を有する炭素繊維を製造することは困難である。　これらの問題を解決するため、例
えば、特許文献１は、ポリアクリロニトリル系ポリマーを前駆体とする耐炎ポリマーを紡
糸して、耐炎化処理の際の焼け斑を抑制し、総繊度が大きいにも拘わらず単繊維間の交絡
が少なく、広がり性に優れ、更に生産性にも優れた炭素繊維束を得る技術を提案している
。
　特許文献２には、耐炎化の進行状況が均一で単繊維間の融着が防止された耐炎化繊維束
を生産性良く提供する技術が開示されている。
　特許文献３には、高温加熱体への接触により効率よく耐炎化繊維束を提供出来る技術が
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開示されている。
　特許文献４には、高速焼成において耐炎化繊維の断面二重構造が抑制され、高品質な炭
素繊維束を効率良く生産することが出来る技術する技術が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００８－２０２２０７号公報
【特許文献２】特開２０１２－２５５２３５号公報
【特許文献３】ＷＯ２０１４／５４１９６
【特許文献４】ＷＯ２０１２／５０１７１
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら上記の各特許文献に記載の発明は以下の課題を有するものであった。
　特許文献１の技術では、繊維束を耐炎化する工程そのものは短縮されるものの、ポリマ
ーを耐炎化処理するという工程が必要であるため、炭素繊維の製造工程全体は短縮されな
かった。
　特許文献２に記載された技術では、耐炎化の進行状況が均一な耐炎化繊維が得られる一
方、単繊維繊度の大きな炭素繊維前駆体繊維については内部まで耐炎化されず、耐炎化処
理工程の後工程である前炭素化工程及び又は炭素化工程において重合体の急激な分解反応
が起こる可能性がある。
　特許文献３に記載された技術では、比較的短時間の耐炎化処理で耐炎化繊維束を得るこ
とができる一方、加熱体接触の予備酸化として酸化性雰囲気による熱処理を行う必要があ
るため、単繊維繊度の大きい炭素繊維前駆体繊維の場合は予備酸化の時点で断面二重構造
が顕著なものとなってしまうという問題があった。また加熱体の温度が高すぎるため、得
られた耐炎化繊維束を炭素化処理する毛羽が多く発生し、炭素繊維束の製造に適した耐炎
化繊維束の製造方法とは言い難いものであった。
　特許文献４に記載された技術では、単繊維繊度の大きい炭素繊維前駆体繊維束の場合、
長大な時間を掛けて熱処理を施しても繊維内部への酸素の拡散が追いつかず表面層のみが
耐炎化され、内部まで耐炎化反応が進行せず断面二重構造が顕著になるという問題があっ
た。
【０００８】
　上記課題を解決するために、本発明者らは鋭意検討を行い、本発明を完成するに至った
。すなわち、本発明は、単繊維繊度が大きくても、経済的な耐炎化熱処理条件で処理して
高品質な炭素繊維束を得ることができる炭素繊維束の製造方法を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は以下の態様を有する。
［１］　下記（１）～（３）を満足する炭素繊維からなる炭素繊維束。
　（１）炭素繊維の繊維軸に垂直な断面を走査型電子顕微鏡により観察し、該炭素繊維の
　　　　周長Ｌおよび面積Ｓを計測し、（４πＳ）／Ｌ２として求めた断面形状の真円度
　　　　が０．７以上０．９以下である。
　（２）密度が１．７ｇ／ｃｍ３以上２ｇ／ｃｍ３以下である。
　（３）単繊維繊度が２．４ｄｔｅｘ以上７ｄｔｅｘ以下である。
【００１０】
［２］　下記の測定方法で測定した含浸深さが０．１２ｍｍ以上である、［１］に記載の
　　　　炭素繊維束。
＜測定方法＞
１）２００℃にて溶融粘度３００Ｐａ・ｓとなる５０ｍｍ×５０ｍｍの正方形、厚さ
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　　１２０μｍのポリプロピレンフィルムを表面温度が２００℃になるようにホット
　　ステージで加熱した、１００ｍｍ×１００ｍｍの正方形、厚さ５ｍｍ鉄板上に置き
　　溶融させる。
２）総繊度が２４，０００ｄｔｅｘ以上となるように調整した炭素繊維束を前記の溶融し
　　たポリプロピレンフィルムの上に幅５０ｍｍとなるよう均一に広げて置き、予め
　　２００℃に加熱した５０ｍｍ×５０ｍｍの正方形、厚さ５ｍｍの鉄板を載せて直ぐ
　　に、０．２ＭＰａで６０秒間圧縮して、試料を取り出して冷却する。
３）作成した試料を樹脂に包埋し、切断研磨して、光学顕微鏡にて、ポリプロピレンが
　　炭素繊維束に含浸した厚みとして含浸深さを測定する。
【００１１】
［３］　ストランド引張強度が３．５ＧＰａ以上である、［１］又は［２］に記載の
　　　　炭素繊維束。
［４］　ストランド引張弾性率が２４０ＧＰａ以上である、［１］又は［２］に記載の
　　　　炭素繊維束。
【００１２】
［５］　下記の工程（Ａ）～（Ｃ）を含む、炭素繊維束の製造方法。
　（Ａ）繊維軸に垂直な断面を走査型電子顕微鏡により観察し、該繊維の周長Ｌおよび
　　　　面積Ｓを計測し、（４πＳ）／Ｌ２として求めた断面形状の真円度が０．７以上
　　　　０．９以下であり、単繊維繊度が４ｄｔｅｘ以上である炭素繊維前駆体アクリル
　　　　繊維からなる炭素繊維前駆体アクリル繊維束を酸化性雰囲気下にて２００～
　　　　３００℃の温度範囲内で加熱処理して、密度１．２３ｇ／ｃｍ３以上
　　　　１．２６ｇ／ｃｍ３以下の予備耐炎化繊維からなる予備耐炎化繊維束とする。
　（Ｂ）前記予備耐炎化繊維束を、表面温度２５０～３００℃の１以上の加熱ロールから
　　　　なる加熱ロール群を用いて、加熱ロール群の全延伸倍率を１～１．１５倍、全加
　　　　熱ロールに対する接触時間の合計を１０～１８０秒間の範囲で加熱処理して、
　　　　繊維密度１．３５ｇ／ｃｍ３以上１．４３ｇ／ｃｍ３以下の耐炎化繊維からなる
　　　　耐炎化繊維束とする。
　（Ｃ）前記耐炎化繊維束を、不活雰囲気下にて８００℃以上２０００℃以下の温度範囲
　　　　で、０．０５ｃＮ／ｄｔｅｘ以上の張力を維持して炭素化処理して、
　　　　密度１．７ｇ／ｃｍ３以上２ｇ／ｃｍ３以下、単繊維繊度２．４ｄｔｅｘ以上
　　　　７ｄｔｅｘ以下の炭素繊維からなる炭素繊維束とする。
【００１３】
［６］　前記工程（Ｂ）において、下記（ａ）～（ｃ）を満足する、［５］に記載の炭素
　　　　繊維束の製造方法。
　（ａ）前記加熱ロール群の最後の加熱ロールの表面温度が２８０～３００℃である。
　（ｂ）前記加熱ロール群を構成する各加熱ロールと前記予備耐炎化繊維束との接触時間
　　　　が５～６０秒である。
　（ｃ）前記耐炎化繊維束を構成する耐炎化繊維の断面積に対する、断面二重構造の黒化
　　　　していない内層面積の比率が２０％以下であり、その変動係数ＣＶが１０％以下
　　　　である。
　但し、耐炎化繊維の断面積と断面二重構造の内層面積は、以下の方法により求める。
面積を求める方法：耐炎化繊維束を室温硬化型エポキシ樹脂に包埋硬化して繊維軸に垂直
に切断した端面を鏡面研磨し、落射蛍光顕微鏡にて観察して繊維束を構成する単繊維の断
面の面積およびその単繊維の黒化していない内層の面積をそれぞれ求める。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によると、単繊維繊度が大きくても単繊維の内部まで均一に耐炎化された耐炎化
繊維が炭素化工程で分解することなく炭素化されるので、樹脂含浸性に優れた高品質な炭
素繊維からなる炭素繊維束を得ることが可能となる。
【図面の簡単な説明】
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【００１５】
【図１】耐炎化繊維の断面二重構造を表す概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下に本発明の詳細な説明を示す。
（炭素繊維前駆体アクリル繊維束）
　本発明の炭素繊維束の製造に用いるＰＡＮ系前駆体繊維束の紡糸原液に用いるポリアク
リロニトリル系重合体には、アクリロニトリル単位が９０重量％以上、好ましくは９６％
重量以上を含むものが良い。
　紡糸原液に用いるポリアクリロニトリル系重合体には、共重合成分、分子量分布、立体
規則性などに制約は無く、炭素繊維となすための耐炎化処理を促進させるために、共重合
成分として耐炎化促進作用を有する単量体を０．１～５モル％共重合させるのが良い。耐
炎化促進成分としては、ヒドロキシルアルキル基、カルボキシル基、アミド基を一つ以上
有するものが好ましく用いられる。また耐炎化促進作用が高くなるほど、短時間で耐炎化
処理でき、生産性を高めることが出来ることから耐炎化促進成分の共重合量を多くするこ
とが望ましい。しかし一方で、該共重合量が多くなるほど、発熱速度が大きくなり暴走反
応の危険が生じることがあるため、５モル％を超えない範囲とすることが望ましく、０．
５～３モル％がより好ましく、１～３モル％とすることがさらに好ましい。
　耐炎化促進作用を有する単量体の具体例としては、アクリル酸、メタクリル酸、イタコ
ン酸、クロトン酸、シトラコン酸、エタクリル酸、マレイン酸、メサコン酸、アクリルア
ミド、メタクリルアミド、メタクリル酸２－ヒドロキシエチル、メタクリル酸２－ヒドロ
キシプロピル、メタクリル酸４－ヒドロキシブチル、メタクリル酸モノグリセリルなどが
好ましく用いられる。焼成工程での耐炎化促進や溶媒に対する溶解性の向上の観点から、
メタクリル酸２－ヒドロキシエチル、アクリルアミド、メタクリルアミドなどがより好ま
しく用いられる。
　紡糸原液に用いるポリアクリロニトリル系重合体を製造するには、溶液重合、懸濁重合
等公知の重合方法の何れでも用いることが出来る。溶液重合を採用する場合、使用する溶
媒としては、ジメチルスルホキシド（ＤＭＳＯ）、ジメチルホルムアミド（ＤＭＦ）、ジ
メチルアセトアミド（ＤＭＡｃ）などのポリアクリロニトリル系重合体が可溶な溶媒を用
いる。中でもポリアクリロニトリル系重合体の溶解性の観点から、ＤＭＡｃがより好まし
く用いられる。
【００１７】
（紡糸）
　本発明に用いる炭素繊維前駆体アクリル繊維束の製造には、前記した紡糸原液を、湿式
紡糸法または乾湿式紡糸法により口金から紡出し、凝固浴に導入して繊維を凝固せしめる
。工業的な観点では、生産性に優れた湿式紡糸法が好ましい。
　前記凝固浴には、紡糸原液に用いられる用材を含む水溶液が好適に使用され、含まれる
溶剤の濃度を調節して、凝固糸の空隙率を少なくするように設定する。使用する溶剤によ
って異なるが、例えばＤＭＡｃを使用する場合は、ＤＭＡｃの濃度は５０～８０重量％、
好ましくは６０～７５重量％である。また凝固浴の温度は低い方が好ましく、通常５０℃
以下、さらに好ましくは４０℃以下である。凝固浴の温度を低くすればより緻密な凝固糸
を得ることが出来るが、温度を下げすぎると凝固糸の引取速度が低下し生産性が低下する
ので、適切な範囲に設定することが望ましい。
　上記で得られた凝固糸を洗浄、延伸工程において洗浄及び延伸する。なお、洗浄と延伸
の順番については、洗浄を先に行っても良く、また同時に行っても良い。洗浄の方法とし
ては、特に制限はないが、一般的に用いられている、水中、特に温水中に浸漬する方法が
よい。
【００１８】
　延伸の方法としては、水中または温水中に浸漬して延伸する方法、熱板または加熱ロー
ラー等を用いた乾熱延伸法、また熱風が循環している箱型炉内での延伸でも良く、これら
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に限定されるものではない。経済的な観点から、温水中で行うことが好ましい。また延伸
倍率は、１～８倍とすることが好ましい。ただし、後に二次延伸を行う場合、その延伸倍
率を考慮して設定することが好ましい。
【００１９】
　本発明に用いる炭素繊維前駆体アクリル繊維束の製造方法では、油剤付与工程において
上記で得られた洗浄及び延伸後の糸条を、シリコーン系油剤が入った油浴槽に導いて、糸
条にシリコーン系油剤を付与する。油剤としては、シリコーン化合物を含有するシリコー
ン系油剤を使用する。かかるシリコーン油剤はジメチルシリコーンオイルや有機変性シリ
コーンオイルを用いることが好ましく、耐熱性の高いアミノ変性シリコーンオイルがより
好ましい。通常は、油浴槽液としてシリコーン化合物とノニオン系乳化剤とを混合し、乳
化したものを用いる。また、場合により、酸化防止剤や各種添加剤、さらにシリコーン原
子を含まない有機物を混合することもできる。
【００２０】
　更に、本発明に用いる炭素繊維前駆体アクリル繊維束の製造方法では、乾燥緻密化にお
いて上記で得られたシリコーン系油剤を付与した糸条を乾燥緻密化することが好ましい。
乾燥緻密化の方法としては、熱板や加熱ローラーに接触させることにより行うことが一般
的に用いられており、加熱ローラーによる乾燥が好ましく用いられる。乾燥温度が高いほ
ど、シリコーン油剤の架橋反応が促進され、また生産性の観点からも好ましいので、アク
リル繊維の単繊維間の融着が生じない範囲で高く設定できる。具体的には１５０℃以上が
好ましく、１８０℃以上であればさらに好ましい。また乾燥時間は上記糸条が十分乾燥す
る時間をとることが好ましい。
　必要に応じて、上記で得られた乾燥緻密化後の糸条を二次延伸することもできる。二次
延伸の方法としては、乾熱延伸、スチーム延伸等が挙げられる。
【００２１】
　本発明に用いる炭素繊維前駆体アクリル繊維束の単繊維繊度は２．４ｄｔｅｘ以上が好
ましく、４ｄｔｅｘ以上がさらに好ましい。また単繊維繊度は１０ｄｔｅｘ以下が好まし
く、８ｔｅｘ以下がさらに好ましい。ＰＡＮ系前駆体繊維束のフィラメント数としては、
好ましくは１，０００～１００，０００、より好ましくは３，０００～３０，０００であ
るのが良い。ＰＡＮ系前駆体繊維束の単繊維繊度が４ｄｔｅｘ以上であれば、ＰＡＮ系前
駆体繊維束内部において単繊維同士がからみ合い難く、得られた炭素繊維束の広がり性を
保持でき、良好な樹脂含浸性を得ることが出来る。一方、ＰＡＮ系前駆体繊維束の単繊維
繊度が１０ｄｔｅｘ以下であれば、耐炎化工程において断面二重構造が顕著とならず、均
一な品質の炭素繊維束を安定に生産できる。
【００２２】
　本発明に用いる炭素繊維前駆体アクリル繊維束の単繊維の断面形状は、真円度が０．９
以下であることが好ましい。また断面形状はキドニー型であることが好ましい。断面形状
が真円度０．９以下のキドニー型であれば、耐炎化処理時に前駆体繊維束を構成する単繊
維内部への酸素拡散が不足することなく、耐炎化反応が十分に進行する。その結果、炭素
化工程での毛羽が抑えられ、工程通過性が良好で、得られる炭素繊維束の強度や弾性率を
適正に維持できる。しかし、断面形状が異形化し過ぎると、得られた炭素繊維も同様に異
形化するため圧縮成形時に変形しやすくなり、樹脂の含浸が困難となり含浸深さが低下す
る。そのため、ＰＡＮ系前駆体繊維束及び炭素繊維束を構成する単繊維の真円度は、０．
７以上が好ましく、０．７５以上がより好ましく、０．８以上が更に好ましい。
　前記構造を有する、本発明に用いる前駆体繊維束の単繊維の断面形状は、繊維の内部か
ら表面までの距離が短くなるために単繊維繊度をある程度大きくしても均一に耐炎化処理
することが可能で高性能の炭素繊維束が得られやすい。
【００２３】
　本発明において真円度は以下に記載する測定方法１により求められる。
＜測定方法１＞
ＰＡＮ系前駆体繊維束の断面を走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）により得られた画像から、キ
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ドニー断面の周長Ｌおよび面積Ｓを計測して、式（１）により真円度を算出する。
真円度＝（４πＳ）／Ｌ２・・・（１）
繊維の断面形状の解析は、１枚当たり５０～７０本の単繊維の断面が撮影された画像２０
枚を用いて行なう。単繊維１０００～１４００本の断面形状を解析して、それぞれの単繊
維の真円度を求め、その平均値を繊維束の真円度とした。
【００２４】
（耐炎化）
　耐炎化工程では、酸化性雰囲気下で炭素繊維前駆体アクリル繊維束を熱処理するが、こ
の際、炭素繊維前駆体アクリル繊維束は酸化されて発熱する。この反応熱が繊維束内部に
蓄熱して繊維束が溶融したり発火したりしないような条件で処理する必要がある。耐炎化
処理の方式としては、雰囲気加熱方式と加熱体接触方式がある。
【００２５】
　（雰囲気加熱方式による耐炎化処理）
　雰囲気加熱方式においては、伝熱効率が低く、反応熱が繊維束内部に蓄熱しやすいため
、比較的低温で長時間の酸化処理を行なう必要がある。長時間の酸化処理を行なうため均
一に処理を行なうことができる利点がある。
【００２６】
（加熱体接触方式による耐炎化処理）
　加熱体接触方式においては、伝熱効率が高く、ごく短時間で繊維束内部まで耐炎化反応
が進行し、比較的高温かつ短時間で酸化処理を行なうことができる。しかし、短時間で酸
化処理を行なうため耐炎化斑が大きくなるという欠点がある。また加熱体の接触温度に耐
えうる耐熱性を有するまでに予備酸化として、炭素繊維前駆体アクリル繊維を酸化性雰囲
気による熱処理を行うことが好ましい。
　耐炎化反応の進行度を示す一つの指標として耐炎化繊維の密度が用いられる。耐炎化繊
維の密度が高くなるほど発熱反応は低減し、また、耐熱性も向上する。
　単繊維繊度が大きく、樹脂含浸性に優れた高品質な炭素繊維束を製造するためには、雰
囲気加熱方式と加熱体接触方式のそれぞれの方式の利点を最大限に活用できるように組み
合わせることが好ましい。
　加熱体接触方式で短時間処理するには、ＰＡＮ系前駆体繊維束及び密度が低い耐炎化繊
維束の耐熱性は十分でないため、ＰＡＮ系前駆体繊維束を密度が１．２３～１．２６ｇ／
ｃｍ３になるまで、酸化性雰囲気中２００～２５０℃で加熱して、予備耐炎化繊維束とす
る。ついで、該予備耐炎化繊維束を表面温度が２５０～３００℃の加熱体表面に１０～１
２０秒接触させ加熱し、耐炎化繊維束を得ることが好ましい。
【００２７】
（投入密度）
　耐炎化工程への前駆体繊維束を並べて投入する場合の投入密度は、高いほど生産性の面
では好ましいが、大きくなると後述する雰囲気加熱処理中に発熱反応により繊維束の温度
が高くなり分解反応が急激に起こり、繊維束が切断するため、前駆体繊維束を並べた幅当
たりの繊度で表して１５００～５０００ｄｔｅｘ／ｍｍが好ましく、２０００～４０００
ｄｔｅｘ／ｍｍがより好ましい。
【００２８】
（雰囲気加熱装置）
　雰囲気加熱方式で耐炎化処理を行なう装置としては、加熱した酸化性ガスを循環させる
方式の熱風循環炉が好適に採用できる。通常、熱風循環炉では、炉に入った繊維束を一旦
炉の外部に出した後、炉の外部に配設された折り返しロールによって折り返して炉に繰り
返し通過させる方法が採られる。
　そのため、雰囲気加熱方式において設備を大型化し生産性を向上させると、それに比例
した設備投資及びユーティリティコストがかかるが、後述する加熱体接触方式と比較する
と単位時間当たりの生産量を大きくできるため、比較的処理時間が長くても炭素繊維の製
造コストは高くならない。
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　酸化性雰囲気には、空気、酸素、二酸化窒素など公知の酸化性雰囲気を採用できるが、
経済性の面から空気が好ましい。
　加熱体接触方式による耐炎化処理前の雰囲気加熱方式による予備耐炎化処理においては
、可能な限り低温短時間で熱処理を行い、後の加熱体接触にて耐炎化反応を進行させるこ
とが好ましい。
　雰囲気加熱した後の繊維束の繊維の密度は、好ましくは１．２３～１．２６ｇ／ｃｍ３

、より好ましくは１．２５～１．２６ｇ／ｃｍ３になるまで２５～４０分加熱するのが良
い。雰囲気加熱した後の耐炎化繊維束の密度が１．２６ｇ／ｃｍ３より高いと、加熱体接
触による耐炎化の進行が進みにくく、繊維の内部まで耐炎化反応が進行しにくい。また繊
維束の密度が１．２３ｇ／ｃｍ３より低いと、加熱体接触時に焼け斑が発生しやすくなる
。
【００２９】
（加熱体接触装置）
　加熱体接触方式で耐炎化処理を行なう装置としては、連続処理が可能で温度調整が容易
である加熱ロールが好適に採用できる。通常、加熱ロールでは、加熱ロールの表面に接触
して加熱された繊維束が加熱ロール表面温度よりも低い温度の雰囲気中を通って冷却され
、次の加熱ロール表面で加熱され、さらに次の加熱ロールに進むまでにし冷却されるとい
った繰り返し加熱方法が採られる。
　加熱ロールの直径としては、好ましくは０．４～２ｍ、より好ましくは０．６～１．６
ｍである。
　直径が小さいと加熱ロールの本数が多くなり、加熱・冷却を繰り返す回数が多くなるた
め、ユーティリティコストの面から好ましくない。直径が大きいと加熱ロールの質量に対
する加熱体として有効な表面積が小さくなるため、設備が大型化し経済性の面から好まし
くない。
　前記の加熱ロール間の雰囲気については、空気、酸素、二酸化窒素など公知の酸化性雰
囲気を採用できるが、経済性の面から空気が好ましい。また、加熱体表面で加熱された繊
維束は、加熱体表面で加熱された後、加熱体表面の温度より低い温度の酸化性の雰囲気に
より冷却されるため、加熱体の表面温度は、雰囲気加熱方式の場合の雰囲気温度に比較し
て高い温度にすることができる。そのため、加熱体から離れた繊維束の周りの雰囲気温度
は、加熱体表面温度より１００℃以上低くすることが好ましい。
【００３０】
（加熱体表面温度）
　加熱体の表面温度が高いほど耐炎化反応速度は速くなり、短時間で処理が可能になるが
、高すぎると分解反応が激しく起こるため糸切れ等が起こりやすくなる。雰囲気加熱して
得られた予備耐炎化繊維束を最初に接触させる加熱体の表面温度は、２５０～３００℃で
あることが好ましい。最初の加熱体の表面温度が３００℃よりも高いと繊維束の耐熱性が
不十分であり繊維束内に融着が発生し毛羽が発生するため、品質上好ましくない。雰囲気
加熱した繊維束を最後に接触させる加熱体の表面温度は、２８０～３００℃であることが
好ましい。最後の加熱体の表面温度が３００℃より高温で処理することもできるが、高温
加熱体接触時の毛羽が増加したりや炭素繊維の物性が低下したりする可能性がある。
【００３１】
（加熱体表面接触時間）
　加熱体表面への接触時間の総合計時間が短いほど生産性の面からは好ましいが、短すぎ
ると加熱体の表面温度を高くしなければならず、分解反応が激しく起こるため糸切れ等が
起こりやすくなり好ましくない。加熱体への接触時間の合計は、１０～１８０秒であるこ
とが好ましく、６０～１２０秒であることがより好ましい。加熱体への接触時間の合計が
１８０秒よりも長い加熱体は大型となるため設備費が大きくなり好ましくない。
　雰囲気加熱方式で予備耐炎化した予備耐炎化繊維の密度が小さいと最初に接触する加熱
体の表面温度をあまり高くできないため、比較的長い時間の処理が必要になる。また、雰
囲気加熱方式で予備耐炎化した予備耐炎化繊維の密度が大きいと最初に接触する加熱体の
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表面温度を高くできるため、比較的短い時間で処理が可能になる。
　加熱体として加熱ロールを使用する場合は、個々の加熱ロールへの接触時間は、５～６
０秒であることが好ましく、５～２０秒であることがより好ましい。個々の加熱ロールへ
の接触時間が５秒よりも短いと加熱ロールの本数が多くなり、設備投資費が大きくなり好
ましくない。また、１つの加熱ロールへの接触時間が６０秒よりも長くするためにはその
加熱ロールの大きさが大きくなり、設備費が大きくなり好ましくない。
（加熱体接触方式による耐炎化時の延伸率）
　加熱ロール群での延伸率は１～１．１５倍となることが好ましく、より好ましくは１．
０１～１．１５倍となることが好ましい。加熱中に延伸することにより高分子鎖の運動性
が低下し、短時間で激しく進む環化反応を遅らせることができ、酸化反応とのバランスを
最適化することができる。伸張を掛けない状態で加熱体に接触させると、繊維束内の環化
反応に対して酸化反応が不十分な状態となり、炭素化時の毛羽の発生や物性低下の原因と
なる。
【００３２】
（加熱体接触時の張力）
　加熱体接触時には、加熱ロールに接触する入側の繊維束張力をＴｉｎ、加熱ロール出側
の繊維束張力をＴｏｕｔとするとき、繊維束の張力バランスがＴｉｎ　≦　Ｔｏｕｔ　を
常に満たすことが望ましい。
　上記条件を満たしていない場合、加熱ロール接触時に張力が緩和された状態となり、繊
維束内の環化反応と酸化反応のバランスを保つことが出来ず、繊維束内の環化反応に対し
て酸化反応が不十分な状態となり、炭素化時の毛羽の発生や物性低下の原因となる。
（加熱体接触方式による耐炎化した繊維の密度）
　加熱体に接触させた後の繊維束の繊維の密度としては、好ましくは１．３５～１．４３
ｇ／ｃｍ３、より好ましくは１．３８～１．４０ｇ／ｃｍ３になるまで加熱するのが良い
。加熱体接触後の耐炎化繊維束の密度が高くなると、焼成斑の面からは好ましくなるが、
生産性の面からは好ましくない。
【００３３】
（断面二重構造の内層面積）
　耐炎化繊維束の単繊維の断面積と、断面二重構造の黒化されていない内層の面積は、図
２によって定義される値である。耐炎化繊維の断面積に対する断面二重構造の内層面積の
比率は２０％以下であることが好ましく、その変動係数ＣＶは１０％以下であることが好
ましい。耐炎化繊維の断面を蛍光顕微鏡により観察すると、耐炎化反応が進行した部分は
黒く観察され、耐炎化反応が未進行の部分は白く観察され、白と黒のコントラストをもっ
た断面２重（スキン-コア）構造が観察される。前記の耐炎化繊維の断面積に対する断面
二重構造の内層面積の比率が２０％以下であれば、単繊維繊度の大きい耐炎化繊維束であ
っても、耐炎化処理工程の後工程である前炭素化工程及び又は炭素化工程において重合体
の分解反応に伴う急激なガス発生が抑えられ、その結果として、前炭素化工程及び又は炭
素化工程において単繊維の切断が少なくなり、得られる炭素化繊維束は毛羽が少なくなる
。
　前記変動係数ＣＶが小さいということは、耐炎化繊維束を構成耐炎化処理工程の後工程
である前炭素化工程及び又は炭素化工程において重合体の分解反応に伴う急激なガス発生
が抑えられ各単繊維の半径方向への耐炎化反応が、均一に進行していることを示している
。耐炎化反応が不十分な単繊維が耐炎化繊維束中に存在すると、その単繊維が前炭素化工
程及び又は炭素化工程で切断し、繊維束中に存在する毛羽となる。変動係数ＣＶが１０％
以下であれば、後の前炭素化工程及び炭素化工程における工程通過性に優れ、得られる炭
素繊維束は毛羽が少なくなる。
　また、本発明の炭素繊維束は耐炎化繊維を以下のような工程で前炭素化処理および炭素
化処理して製造することが好ましい。
【００３４】
（前炭素化処理）
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　前炭素化処理では、耐炎化処理されたＰＡＮ系前駆体繊維束（耐炎化繊維束）を第１の
炭素化炉に投入して前炭素化処理する。第１の炭素化炉内には、温度が３００～８００℃
の不活性雰囲気となっており、耐炎化繊維束は該不活性雰囲気中を走行する間に前炭素化
処理される。前炭素化処理時間としては、炭素繊維の生産性及び炭素繊維の強度発現性の
観点から０．６～３分であることが好ましい。なお、第１の炭素化炉内の不活性雰囲気の
流れは、走行する繊維束に対して平行方向でも、垂直方向でもよく、特に限定されない。
不活性雰囲気としては、窒素、アルゴン、ヘリウムなど公知の不活性雰囲気を採用できる
が、経済性の面から窒素が望ましい。また、繊維束の張力が０．０５ｃＮ／ｄｔeｘ以上
となるように保持して処理することで高分子鎖が伸長された構造を保ったまま前炭素化さ
れ、高品質な炭素繊維を得ることが出来る。
【００３５】
（炭素化処理）
　炭素化処理では、前炭素化処理された耐炎化繊維束（前炭素化繊維束）を第２の炭素化
炉に投入して炭素化処理する。第２の炭素化炉内には、最高温度が１０００～２５００℃
の不活性雰囲気となっており、前炭素化処理された繊維束は該不活性雰囲気中を走行する
間に炭素化処理される。炭素化処理時間としては、炭素繊維の生産性及び炭素繊維の強度
発現性の観点から０．６～３分であることが好ましい。なお、第２の炭素化炉内の不活性
雰囲気の流れは、走行する被処理繊維に対して平行方向でも、垂直方向でもよく、特に限
定されない。不活性雰囲気としては、先に例示した公知の不活性雰囲気の中から選択して
用いることができるが、経済性の面から窒素が望ましい。また、繊維束の張力が０．０５
ｃＮ／ｄｔeｘ以上となるように保持して処理することで高分子鎖が伸長された構造を保
ったまま炭素化され、高品質な炭素繊維を得ることが出来る。
【００３６】
（表面処理）
　本発明の炭素繊維は、上述のようにして得られた炭素繊維を、電解液を用いた電解酸化
表面処理することが好ましい。電解質としては、硫酸、硝酸、リン酸、ホウ酸、炭酸など
の無機酸、酢酸酪酸、シュウ酸、マレイン酸等の有機酸およびこれらのアルカリ金属塩、
アンモニウム塩等の単独または２種以上の混合物を用いることができる。炭素化後の炭素
繊維表面には焼成過程で焼結付着したタール成分が付着あるいはグラファイト結晶間のミ
クロボイドに沈積しており、電解液槽に浸漬し表面処理を行うことにより、炭素繊維表面
から脱落する。ここで、電解酸化処理に要する電気量は、適用する炭素繊維束より適宜選
択することができる。かかる電解酸化処理により、複合材料における炭素繊維とマトリッ
クス樹脂との接着性を適正化でき、優れた強度特性が発現されるようになる。表面処理の
後、得られる炭素繊維に集束性を付与するため、サイジング処理をすることもできる。サ
イジング剤には、複合材料のマトリクス樹脂との相溶性の良いサイジング剤を、使用する
マトリクス樹脂の種類に応じて適宜選択することができる。
【００３７】
（炭素繊維束）
　本発明の製造方法により、単繊維繊度が２ｄｔｅｘ以上５ｄｔｅｘ以下、単繊維の繊維
軸に垂直な断面の形状の真円度０．７以上０．９以下、単繊維の平均密度が１．７ｇ／ｃ
ｍ３以上２．０ｇ／ｃｍ３以下の炭素繊維からなる炭素繊維束が得られる。本発明では、
ＰＡＮ系前駆体繊維束を構成する単繊維の断面形状と、炭素繊維束を構成する単繊維の断
面形状とは一定程度に相似しているが、ＰＡＮ系前駆体繊維の真円度は、耐炎化工程およ
び炭素化工程により変化する。
　本発明の炭素繊維束は、単繊維の繊度が大きくなっても、真円度が０．７より大きい円
に近い断面形状の炭素繊維束より、ストランド強度は高い数値を維持できる。また、単繊
維を密に詰めることが出来るため、プリプレグ中での繊維含有率が向上し、複合材料の力
学特性を向上させることが可能となる。また真円度が０．７より小さい断面形状の単繊維
からなる炭素繊維束と比較して、繊維束の横圧縮時の変形が少なく良好な樹脂含浸性（大
きな含浸深さ）を有する。
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【００３８】
（成形）
　こうして得られた炭素繊維束は、熱硬化樹脂または熱可塑性樹脂を含浸させ、プリプレ
グ化したのち複合材料に成形することもできる。また、織物などのプリフォームとした後
、ハンドレイアップ法、プルトルージョン法、レジントランスファーモールディング法な
どにより複合材料に成形することもできる。また、フィラメントワインディング法や、チ
ョップドファイバーやミルドファイバー化した後、射出成形することにより複合材料に成
形することができる。
【００３９】
　本発明の炭素繊維束は熱可塑性樹脂の含浸が容易で、含浸深さが１２０μｍ以上である
。単繊維の断面が大きく繊維束が横圧縮による変形を起こしにくい特徴を有するため、粘
度が高く含浸しにくい熱可塑性樹脂の含浸もごく短時間で進行する。熱可塑樹脂の含浸し
易さの指標である含浸深さは下記方法で求められる。
１）２００℃にて溶融粘度３００Ｐａ・ｓとなる５０ｍｍ×５０ｍｍの正方形、厚さ１２
０μｍのポリプロピレンフィルムを表面温度が２００℃になるようにホットステージで加
熱した、１００ｍｍ×１００ｍｍの正方形、厚さ５ｍｍ鉄板上に置き溶融させる。
２）総繊度が２４，０００ｄｔｅｘ以上になるように調整した炭素繊維束を前記の溶融し
たＰＰフィルムの上に幅５０ｍｍとなるよう均一に広げて置き、予め２００℃に加熱した
５０ｍｍ×５０ｍｍの正方形、厚さ５ｍｍの鉄板を載せて直ぐに０．２ＭＰａで６０秒間
圧縮して、試料を取り出して冷却する。
３）作成した試料を樹脂に包埋し、切断研磨して、光学顕微鏡にて、ポリプロピレンが炭
素繊維束に含浸した厚みとして含浸深さを測定する。
【実施例】
【００４０】
　以下、実施例により本発明をより具体的に説明する。本実施例においては、各種特性を
次のようにして測定した。
＜ＰＡＮ系前駆体繊維束及び炭素繊維束の総繊度の測定＞
　ＰＡＮ系前駆体繊維束及び炭素繊維束の総繊度は、ＪＩＳ Ｒ　７６０５に準拠して測
定した。
＜ＰＡＮ系前駆体繊維束及び炭素繊維束の単繊維繊度の測定＞
　単繊維繊度とは、繊維１本の１００００ｍ当りの質量（ｇ）である。連続した繊維束か
ら長さ１ｍの繊維束を２本切り出し、各々の質量（ｇ）を測定し、各々の質量を繊維束の
フィラメント数（すなわち口金の孔数）で除した後、１００００倍して得られた２つの値
の平均値を「単繊維繊度」とした。  
＜ＰＡＮ系前駆体繊維束及び炭素繊維束の真円度の測定＞
　ＰＡＮ系前駆体繊維束及び炭素繊維束の真円度は下記測定方法にて求めた。
繊維束サンプルの断面を走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）により得られた画像から、キドニー
断面の周長Ｌおよび面積Ｓを計測し、式（１）により真円度を算出した。  
真円度＝（４πＳ）／Ｌ２・・・（１）
繊維の断面形状の解析は、１枚当たり５０～７０本の単繊維の断面が撮影された画像２０
枚を用いて行ない、単繊維１０００～１４００本の断面形状を解析して、それぞれの単繊
維の真円度を求め、繊維束の真円度はその平均値で表した。
【００４１】
＜耐炎化繊維及び炭素繊維の密度の測定＞
　耐炎化繊維及び炭素繊維の密度は、ＪＩＳ Ｒ　７６０３に準拠して測定した。
＜耐炎化工程への投入密度の測定＞
　耐炎化工程への投入密度は、下記式より求めた。
耐炎化工程への投入密度（ｄｔｅｘ／ｍｍ）＝投入した前駆体繊維束の総繊度／前駆体繊
維束の全体の幅
【００４２】
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＜耐炎化繊維束の断面二重構造＞
　耐炎化繊維束の断面二重構造は下記方法にて解析した。
１）耐炎化繊維束を長さ１０ｃｍに切断し、透明な室温硬化型のエポキシ樹脂を含浸させ
、直径５ｍｍ程度の円柱状に成形し、室温で硬化させた。硬化後のサンプルを繊維軸方向
に垂直に切断した端面を＃２００の水研磨サンドペーパーで粗研磨した後、＃４００、＃
６００、＃１２００の水研磨サンドペーパーで細研磨した。更に鏡面研磨用バフとアルミ
ナ懸濁液を用いて、サンプル端面を鏡面に仕上げた。
２）鏡面研磨後のサンプルを落射蛍光顕微鏡にセットして、縦横１ｍｍ間隔で移動して１
６～５０の画像を得た。一つの画像には５０～７０本の単繊維断面が現れるように落射蛍
光顕微鏡の拡大倍率を調整し撮影した。得られた画像の画像解析を行ない、繊維束を構成
する単繊維の断面の面積Ｓおよび黒化しいいない内層（非黒化層）の面積Ｓ’を求めた後
、Ｓ’／Ｓとして断面二重構造の内層面積比率を求めた。断面形状の解析は、１枚当たり
５０～７０本の繊維の断面が撮影された画像を２０枚用いて行なった。単繊維１０００～
１４００本の断面形状を測定した。また、それぞれのＳ’／Ｓの変動係数ＣＶを求めた。
【００４３】
＜炭素化収率＞
　炭素化収率は、ＰＡＮ系前駆体繊維束の目付と得られた炭素繊維束の目付から、耐炎化
工程、前炭素化工程、炭素化工程の伸長率を考慮して算出した。
＜樹脂含浸ストランド特性＞
　炭素繊維束のストランド強度及びストランド弾性率は、ＪＩＳ-Ｒ-７６０８に記載され
た試験法に準拠して測定した。
【００４４】
＜樹脂含浸深さ＞
　炭素繊維束の含浸深さは以下の測定方法で求めた。
１）２００℃にて溶融粘度３００Ｐａ・ｓとなる５０ｍｍ×５０ｍｍの正方形、厚さ１２
０μｍのポリプロピレンフィルムを表面温度が２００℃になるようにホットステージで加
熱した、１００ｍｍ×１００ｍｍの正方形、厚さ５ｍｍ鉄板上に置き溶融させた。
２）総繊度２４，０００ｄｔｅｘ以上となるように調整した炭素繊維束を前記の溶融した
ＰＰフィルムの上に幅５０ｍｍとなるよう均一に広げて置き、予め２００℃に加熱した５
０ｍｍ×５０ｍｍの正方形、厚さ５ｍｍの鉄板を載せて直ぐに０．２ＭＰａで６０秒間圧
縮して、試料を取り出して冷却した。
３）作成した試料を樹脂に包埋し、切断研磨して、光学顕微鏡にて、ポリプロピレンが炭
素繊維束に含浸した厚みを測定した。
【００４５】
「実施例１」
　アクリロニトリル単位９８．７%、メタクリル酸２－ヒドロキシエチルからなるアクリ
ロニトリル系重合体（カルボン酸基の量は７．０×１０－５当量、極限粘度〔η〕は１．
７）を、ポリアクリロニトリル系重合体の総固形分濃度が２１．２重量％となるようＤＭ
Ａｃに溶解し、炭素繊維前駆体アクリル繊維の紡糸原液を得た。次いで、温度３８℃、濃
度６８％のＤＭＡｃ水溶液（凝固浴）に孔数３０００の紡糸口金から吐出して湿式紡糸法
により、凝固糸とした。ついで、凝固糸を６０℃から９８℃の温水中で脱溶媒しながら、
７倍に延伸した。延伸糸をアミノシリコン系油剤１％水溶液中に浸漬した後、１８０℃の
加熱ローラーにて乾燥緻密化し、炭素繊維前駆体アクリル繊維を得た。このＰＡＮ系前駆
体繊維束の単繊維繊度は、４．０ｄｔｅｘ、フィラメント数は３０００、総繊度は１２０
００ｄｔｅｘ、繊維の密度は１．１８ｇ／ｃｍ３、繊維の断面形状は真円度０．８５のキ
ドニー形状であった。
　得られたＰＡＮ系前駆体繊維束を空気中２４０～２５０℃で１．０cＮ／ｄｔｅｘの緊
張下に４０分間加熱し密度１．２６ｇ／ｃｍ３の予備耐炎化繊維束に転換した。
　さらに、それぞれ順に２８０／２８０／２８０／３００／３００／３００℃の表面温度
である直径が６０ｃｍである加熱ロール６本に、２本目と３本目の間で２．５％延伸させ
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、次いで４本目と５本目の間で２．５％延伸させ、合計５％の延伸を掛けて順次接触させ
、密度１．３９ｇ／ｃｍ３、耐炎化繊維の断面積に対する黒化していない内層面積の比率
が１８％、その変動係数ＣＶが８％の耐炎化繊維束に転換した。各加熱ロールへの接触時
間は、２０秒であり、加熱ロール全体での処理時間は、１２０秒であった。また、加熱ロ
ール周りの雰囲気温度は、１２０℃以下であった。各加熱ロールの入側の張力Ｔｉｎと出
側の張力Ｔｏｕｔをそれぞれ測定したところ、全てのロールにおいてＴｉｎ≦Ｔｏｕｔと
なった。
　この耐炎化繊維束を窒素雰囲気中、最高温度が７００℃で張力が０．１cＮ／ｄｔｅｘ
の緊張下に１分間加熱し前炭素化繊維束とした。この炭素化処理での４００～５００℃で
の昇温速度は２００℃／分であった。
　得られた前炭素化繊維束を窒素雰囲気中、最高温度が１３５０℃で０．１cＮ／ｄｔｅ
ｘの緊張下に１分間加熱し炭素繊維束とした。この炭素化処理での１０００～１２００℃
での昇温速度は４００℃／分であった。
　得られた炭素繊維束を表面処理後、サイジング剤を付与した。耐炎化工程から炭素化工
程の伸長率は、－３．８％であった。この前駆体繊維束の単繊維繊度は、２．４２ｄｔｅ
ｘ、フィラメント数は３０００、総繊度７２６０ｄｔｅｘ、繊維密度は１．７９ｇ／ｃｍ
３、断面形状は真円度０．８５のキドニー形状であった。
　この炭素繊維束の樹脂含浸ストランド特性を測定すると弾性率２４５ＧＰａ、強度３．
８ＧＰａであった。炭素化収率は５７．９％であった。また含浸深さは０．１２ｍｍであ
った。
【００４６】
「実施例２～４」
　炭素繊維前駆体繊維の実施例２～４、比較例１～５については、表１で示した処理条件
にて耐炎化熱処理を行った。得られた耐炎化繊維束を実施例１と同じ条件で前炭素化処理
、炭素化処理、表面処理、サイジング処理を行い、炭素繊維束とした。その結果を表２に
示す。
　実施例２～４で得られた炭素繊維の断面形状は真円度０．７以上０．９以下、密度１．
７ｇ／ｃｍ３以上密度２．０ｇ／ｃｍ３以下、単繊維繊度２．４ｄｔｅｘ以上７．０ｄｔ
ｅｘ以下のキドニー型であり、ストランド引張弾性率は２４０ＧＰａ以上、ストランド引
張強度は３．５ＧＰａ以上を示した。また含浸深さは０．１２ｍｍ以上と、良好な樹脂含
浸性を示した。また炭素化収率は５７％以上を示した。
【００４７】
「比較例１」
　比較例１で得られた炭素繊維の断面形状は真円度０．６７、単繊維繊度２．４ｄｔｅｘ
の多葉型断面であったが、ストランド引張強度とストランド引張弾性率は実施例１と比較
すると低い値を示した。また含浸深さは実施例と比較すると低下した。これは含浸深さの
測定における圧縮時に炭素繊維束が変形してしまい炭素繊維間に存在する空間が狭くなり
、ポリプロピレンの流れに対する抵抗が増大したためである。
【００４８】
「比較例２」
　比較例１で得られた炭素繊維の断面形状は真円度０．９４、単繊維繊度２．３６ｄｔｅ
ｘの丸型断面であったが、ストランド引張強度とストランド引張弾性率は実施例１と比較
すると低い値を示した。また含浸深さは実施例と比較すると低下した。これは実施例1と
比較すると、丸断面ではキドニー型に比べ耐炎化繊維の断面積に対する黒化していない内
層面積の比率が大きく、内部まで耐炎化されていないため、炭素化工程で分解反応が発生
し、単繊維繊度が低下したためである。
【００４９】
「比較例３」
　比較例１で得られた炭素繊維の断面形状は真円度０．８３、単繊維繊度２．３８ｄｔｅ
ｘのキドニー型断面であったが、ストランド引張強度とストランド引張弾性率は実施例１
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は実施例1と比較すると、雰囲気加熱による耐炎化処理のみでは、ロール加熱処理方式で
処理した耐炎化繊維に比べ耐炎化繊維の断面積に対する黒化していない内層面積の比率が
大きく、内部まで耐炎化されていないため、炭素化工程で分解反応が発生し、単繊維繊度
が低下したためである。
【００５０】
「比較例４」
　実施例２と同じく真円度０．８３、単繊維繊度８．０ｄｔｅｘ、総繊度１２０００ｄｔ
ｅｘの炭素繊維前駆体繊維を用い、雰囲気加熱方式のみで３００分の耐炎化処理を行い炭
素化を行ったが、炭素化工程で分解反応が起き、炭素化工程を通過しなかった。これは実
施例２と比較すると、雰囲気加熱による耐炎化処理のみでは、ロール加熱処理方式で処理
した耐炎化繊維に比べ耐炎化繊維の断面積に対する黒化していない内層面積の比率が大き
く、内部まで耐炎化されていないため、炭素化工程で分解反応が発生したためである。
【００５１】
「比較例５」
　比較例５で得られた炭素繊維の断面形状は真円度０．８３、単繊維繊度１．３８ｄｔｅ
ｘのキドニー型断面であったが、炭素化収率と樹脂含浸率は実施例１と比較すると低い値
を示した。これは実施例1と比較すると、単繊維繊度が小さく、表面積も小さいためであ
る。
【００５２】
【表１】

【表２】

【産業上の利用可能性】
【００５３】
　本発明により、樹脂含浸性に優れた高品質な炭素繊維束を得ることが可能となり、熱可
塑性樹脂をマトリクスとする炭素繊維強化熱可塑性樹脂を高速かつ安定的に供給できる。
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